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解放後に春ける中国農業発展の道

　　　中目両国農業比較の視点から
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　中国は８億の農民をもつ国である。農業は国民経済の発展において重要た地

位を占めている 。１９４９年１０月１目に中華人民共和国が誕生してから，中国の農

業は３０数年の歴史をたどっ てきた。中目両剛こは政治的にも経済的にもかなり

の相異が存在するが，農業の面からみれぽいくつかの共通点がある。本稿では

解放後における中国農業の発展過程を視ると同時に，目本の農業にもふれ，両

老の共通点と相異点を概略的に述べたいと思う 。

Ｉ　歴史的比較

　経済体制の問題を別にして，中目両国の農業発展の道を顧ると，その共通点

と相異点は次のとおりである 。

　ユ９５０年代のはじめころ，両国とも土地改革を勝利のうちに完成していた・中

国は無償没収の手段で徹底的な反封建的な土地改革を行い，封建地主の土地を

没収して，貧農，下層中農に分配した。目本のばあい，不在地主の全貸付地と

在村地主の貸付地で保有限度である１ヘクターノレ（北海道は４ヘクタール）をこ

える都分を強制買収し，それを小作農に売渡すことにな った。戦後のはげしい

　　　　　　　　　　　　　　　　（８６９）
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イソフレのもとで１農地買収価格は固定されたため，経済的に言えば，無償没

収に近いものとな った 。

　土地改革の完成によっ て両国とも地主制度が解体された。中国では「耕者そ

の田を有する（耕す老がその土地を所有する）」が実玩された。目本でも９０劣の農

地は自作地に，約９０劣の農家は自作農あるいは自小作農に変わり ，自作農創設

がなされた・中国の貧農と中農は１戸当たり１２．５－１９ムの土地をもらい，日本

のはあい１戸当たり約１２ム（１ヘクター ル＝１５ム）を得た。その当時農業生産力

のレベルは，目本が中国より相当程度筒かったのであるが，農作業のほとんど

はやはり人力や畜加こよるものであった。だからこの期の両国の農業事情は似

ている所が多かったのである 。

　しかしその後，中目両国の農業はちがった道を歩むようにな った。中国は土

地改革以後間もたく ，農業合作化の道へ向って短期問のうちに初級合作杜，高

級合作杜を経て，１９５６年末に農民個人所有制から集団所有制への移行を行った 。

１９５８年に全国的荏「大躍進」の嵐のもとで，さらに一歩進んで「政杜合一」の

人民公杜への転換が完成された。このようにして２０数年の問，中国の農業は人

民公杜集団所有制のもとにおかれてきたが，長時間の実践を通じて何度かの調

整をしながらも，なお理想的には行われなかった 。

　それに反して目本のばあいは，１９４５年から１９５０年にかげて農地改革という

「飴の政策」を実施するとともに，強権供出のようなｒ鞭の政策」をもとっ た
が， その後は農業保護政策と食糧増産政策をとっ ていたため，５０年代を通じて

農民の経営技術の発展と農業生産力の増進がみられた
。

　以上のように５０年代におげる中日両国の農業政策の相異点は，土地改革が完

成して以後・生産関係の変更を中心とするか，それとも生産力の発展を中心と

するかというところにあ ったと思う 。

　１９６０年代に入ってから１９７９年までの２０年問，中国の農業生産はその物質的 ・

技術的条件をある程度改善した。たとえば１９５２年と１９７９年を比較すると，化学

肥料の使用量は３０万トソから５，２４８万トソに増加し，耕地の有効灌溜１面積は３

億ムから６７億ムに増加した。主要農作物の生産量については，食糧は２倍 ，

　　　　　　　　　　　　　　　　（８７０）
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棉花は６９％，搾油原料は５３％の増加，肉類３．１倍，水産品２．６倍の成長とた っ
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た。

　しかし多年にわたる「左傾」的指導思想のために，生産におげる農民の積極

性はどうしても発揮できなかった。とりわげｒ文化大革命」の期剛こは，ｒ四

人組」の千渉 ・破壌によっ て， 農業生産はさらに一大きた損失をこうむったので

ある。１９７６年１０月「四人組」が粉砕されてのち，「文化大革命」は終息し ，

１９７８年１２月には重大た歴史的意義をもつ中国共産党の１１期３中全会が開催され ，

思想を解放し全力をあげて実事求是の精神で前向きに進もう ，との方針が提起

された。こうした条件のもとで，８０年代に入ってから中国め農業は新しい道を

たどるようにな った 。

　１９６０年代の目本農業は，高度経済成長のもとにｒ所得倍増計画」を実施する

と同時に，「基本法農政」の時代が始まっ た。 基本法農政の理念というべきも

のは，「選択的拡大」と「構造政策」によっ て， 農業と他産業との生産性格差

を是正しながら，所得均衡的「自立経営」の育成をめざすというものであ った 。

しかしその後の農業構造改善事業の結果からみれぱ，農地整備とか農業機械化

の進展においてはかなり進んだが，零細経営の規模拡大をねらいとする農業構

造改善事業は順調には進まず，自立農家が増加しないどころか兼業化が急速に

進展するようにな った。そして兼業農家の比率は１９６０年の６５７劣から１９７０年の

８４．４％に増加した 。

　基本法農政は所得政策，価格政策，生産政策などの面においては大きた成果

を産んだが，構造政策つまり自立経営拡大の問題は，予想したようにはうまく

進展したか った。その理由の一つは，構造改善事業においては国が設定した一

定の規格を，各地の生産技術や経済の実状を無視して，画一的に上からおしつ

げるという性格が強かったからである 。

　その後目本の農業経営は，自立経営の育成の点では進展しなかったか，営農

組合たどの集団経営組織が家族経営の補充として増加するようにな った 。

　１９８０年代に入ってから，中国のぱあいも家族別の請負制を貫くと同時に，実

情に合った集団化の道をふたたび歩むようにたった 。

　　　　　　　　　　　　　　　　（８７１）
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　中目両国の土地などの生産手段の所有制，およひそれとつながっている経済

制度の性質などの相違を措いて，農業生産の経営タイプだげを比較し，また両

国の家族経営をいずれも「個人経営」と見なし，各種の集団経営の組織を全部

「集団」と見なすならぽ，両国のこの３０数年来歩んできた道のタイブは，つぎ

のように図式化できると思われる（図１）。

　　　　　　　　　　図１　中目両国農業経営方式の比較
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　この図は，実情とぴったりしたものではないが，すくなくともつぎのよう次

事情を物語っている 。

　（１）両国はほとんど同じ時期に土地改革を行った 。

　（２）その後中国は長い問集団化の道を一方的に歩んできて，８０年代に入って

からまたもや家族経営を主導とする道にもどっ てくるが，それに対して目本の

方は，個人経営を中心としながら集団経営の道へ徐々に進んでいる 。

　（３）現在までのところ，集団経営の程度において日本は中国より高いようだ

が， ８０年代の後半に入ってから中国も農業生産力の発展に伴って新たな集団経

営の方向へますます展開していく 。農業経営の方向としては，両国とも家族経

営を引きつぎたがら集団化経営の程度を徐々に高めるべきである 。

（８７２）
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　１９５８年から８０年代のはじ。めごろまでの２０数年問，中国の農業経営は一貫して

ｒ統一計画」，「集団労働」の方法を採用していた。この期の大きな功績は，大

型， 中型，小型の水利工事を行い，農地基本建設をしたことである。化学肥料・

農業機械，用排水機械および農村用電力も，以前にくらべて大きく増加した 。

しかしたがら，総体的に言えぽこの２０年あまりの発展は理想とは程遠い。たと

えぽ，１９５７年から１９７８年までに全人口は３億人増加している。そのうち非農業

人口は４，ＯＯＯ万人増で，農村人口は２億６，ＯＯＯ万人増であ った。しかし耕地面積

は， 基本建設用地たどのために，増加しないばかりかかえって減少している 。

したがって１９７８年の全国平均の１人当たり食糧は，ほぼ１９５７年と同じである 。

全国農業人口１人当たりの年平均収入は７０元あまりにすぎず，４分の１近くの

生産隊は５０元以下であり ，１生産大隊（村）当たりの集団蓄積は１万元に足ら
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　２）
ず， ある地方では単純再生産すら緯持できなかった 。

　１９７９年９月，中国共産党中央委員会は「農業発展をはやめる若干の間題につ

いての決定」をくだし，それまでの農業政策を反省するとともに１あたらしい

政策を決定した。その中で主要な経験と教訓を次のようにまとめている ・

　（１）かならず農村および全国的規模の階級闘争を正確に認識し，処理したげ

れ注ならない 。

　（２）かならず力を集中して農業技術改造を行い，農業生産力を発展させたげ

ればならない 。

　（３）農民の生産に対する積極性の発揮を妨げ，農業生産の発展を妨げるこれ

までの誤った政策は，かならず改革と矯正を加えなげ汕まならない 。

　（４）農業を基礎とする方針をかたらず揺ぎなく実行しなげれぱならない 。

　（５）「農業，林業，牧畜，副業，漁業を同時に取り上げ」，「食糧増産を綱

（かなめ）として，全面的な発展を求め，適地適作を持ちながら・それを適当に

　　　　　　　　　　　　　　　　　（８７３）
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案中させる」という方針を，かならず正確かつ完全に貫徹しなげれはならない
。

　（６）農業の指導に対し，かたらず実際から出発しなげれぱたらず，自然法則

と経済法則に照応させ，大衆の利益に照応させたものでなげれはならない。行

政命令を乱用してはならず，盲目的な指揮を行い，複雑な状態をかえりみず ，

「一刀のもとに切り捨てる」ことをしてはならない
。

　以上の認識のもとに農業生産力発展のための２５項目の政策と措置を採用した
。

その主要なものは次のとおりである 。

　（１）今後３年から５年のうちに農業に対する国家的投資を全基本建設投資の

１８劣前後まで高める
。

　（２）食糧の国家統一買い上げ価格は，１９７９年夏の食糧買い上げ時から２０％引

き上げ，超過買い付げ分（超過供出分）については，さらに５０労を上乗昔する 。

　（３）食糧の実物徴収税および統一買い上げ目標を減らして農民の負担を軽減

し， 生産を発展させる 。

　（４）積極的に優良品種を選択育成し，これを普及する 。

　（５）食糧生産に力を入れると同時に，林業，牧畜，副業，漁業の同時開発を

する 。

　（６）農村企業を大いに発展させる
。

　（７）農産物の商品化率を大幅に高める
。

　中国共産党中央委員会のこの決定は，大きな農業政策の転換という意味では ，

日本の農業基本法のようなものだと考えられる。その実施が目本より２０年おそ

いが，中国の農業発展史上においては画期的な意義を持っていると思う 。その

後中国は徐刷こ農業生産責任制（請負制）を復活させ，それを発展させてきて

いる。まず最初に復活したのは，「包工制」（農作業の請負制度）である。それ

は主に生産隊の作業班で一定の作業を請負う方式である。１９８０年以前に「包

工制」はかなりのスピートで復活した。１９８０年末には全国の生産隊で「包

工到組」（作業班まで請負う）を実行するところは，全体のはぼ５分の２に達し

た。

　次に復活したのは「包産制」である。これも主として生産隊の作業班が一定

　　　　　　　　　　　　　　　　（８７４）
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の生産任務を請負うのである。作業班はその生産量（あるいは生産額）を責任を

もっ て請負う 。

　１９８０年におげる農業生産責任制の新たな展開は，農業合作化以来これまで認

められなかった，１戸ごとに生産を請負うという「包産到戸」という方式が肯

定されるよらになった点にある。「包産到戸」の基本特長は次の点にある 。（１）

主要生産手段，たとえぼ土地，生産隊カミ建設 ・購入した水利設備，役畜，農具 ，

機械などは生産隊の所有とされ，そのうち分散管理に適するものは杜員に引き

渡されて管理 ・使用してよい。（２）経営は生産隊が統一して行い，労働は１戸ご

とに分かれて行う 。

　１９８３年以後中国の農業経営は，さらに一歩平均主義的たｒ大鍋飯」をやぶ

り， いわゆる「大包乾」あるいは「包乾到戸」と馴まれる家族別の生産請負制
　　　　　　　　　　　３）
を実施するようになった。大都市近郊の富裕な農村を僅かな例外として，地域，

作目にかかわらず，ほとんどすべての農家が「包乾到戸」を行っている。国営

農場と言えどもその例外ではなく ，いわゆる「家族農場」の請負制を実施して

いる 。１９８６年の「家族農場」の総数は９２万戸である 。

　集団経営と比較した「包乾到戸」の特徴は次の点にある 。

　（１）「包乾到戸」とは，家族構成員数（または労働力数）に基ついて，集団が

耕地を各農家に配分し，耕地ごとにあらかじめ定められた基準供出量（農業税 ，

集団留保）を超えた部分については，すべてその農家の所得とたるという形態

である。つまり ，農業経営の主体が集団単位（主に生産隊）から農家単位にほぼ

完全に移行したものである 。

　（２）農民と特定の土地との結びつきが格段に強められている。土地の所有権

は集剛こあるとされているが，請負期問は　般に１５年以上が適当とされ，請負

基準は家族構成員数による変動はない。つまり ，土地所有量は請負期間を通じ

て不変とされている。こうして農民と特定の土地との結ぴつきが固定的なもの

となった結果，土地の「転包」と口乎ばれる又借移態も，条件つきで認められて

いる 。

　（３）土地，労働力以外の要素の投入はすべて農民個人によっ て行われ，各

　　　　　　　　　　　　　　　　　（８７５）
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農家がそれぞれ投資決定権をもっ ている。トラクターなと大型生産財も自由に

購入できる。水利，灌混施設，水利発電所など公共財に近いものは集団帥こ管

理されている場合が多いが，それさえも１特定の農民（専業戸）に管理を請負わ

せると言った例も数多く見られる 。

　以上のよう狂新しい農業政策をとっ た結果，中国の農村は建国以来はじ。め

てと言ってよいほどのすばらしい成績をかちとっ た。１９７８年を１００として ，

１９８４年までの食糧生産量の年平均増加率は５％を超え，１９５７年から１９７８年まで

の年平均増加率２１５％を大幅を上回っている。人口１人当たり食糧生産量を指

標にとれは，総生産は漸増したものの人口増加率が高かったため，１９５７年から

１９７８年までの２０年間ほぼ３００キ ログラムを前後する停滞的水準にあった。しか

し， わずか６年後の１９８４年にそれはほぽ４００キ ログラムの水準にまで到達した 。

綿花などの作付面積は，この６年間に４０劣程度増加したため，生産は倍以上も

　　　　　　　　図２　中国主要農産物の生産量（１９７８年 ＝１００）
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　　　　　　　　　 、　　　　　　　　　■■
　　　　　　　　　　　　　＼　　　　　　１
　　　　　　ユＯＯ　　　　　　　 ・、

。一・＾ 　　　　　／

、一・ノ

Ｏ

　　７３７４　７５７６７７７８７９８０　８１８２８３８４年

出所 ：ｒ中国統計年鑑１９８４」，ｒ中国統計摘要１９８５』

　　　　　　　　　（８７６）
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　　　　　　　４）
増えている（図２）。

　農業生産構造も変わりつつある。農業総生産に占める各部門の割合は，耕種

業が滅少し，牧畜，漁業，副業なとが増加していく煩向にある。とくに牧畜業

の成長は著しい。１９８５年全国の食糧作付面積は約４４０万ヘクターノレ減少したの

に対し，経済作物の作付面積はやや増加した。農業総生産に占める林業，牧

畜， 副業，水産業の割合は，１９７８年の２３．３劣から１９８６年の３７．８〃こ増加した 。

１９７８年から１９８６年までに中国の人口は９，４６２万人増加したにもかかわらず，１

人当たり年平均豚牛羊肉の消費量は９キ ログラムから１８．２キ ログラムに増加し
　５）

た。

　農業機械化と農業科学技術の発展も急速である 。１９８５年末に農業用大型 ・中

型トラクター は８ｏ万台，小型トラクター は３２９万台，コソハイソは３５万台，農

業用トラ ックは４３万台存在している。そのうち農民個人所有の割合は，トラク
　　　　　　　　　　　　　　　　　６）
ターの８７劣，トラ ックの６４．４％である。農業機械経営の新しい形態，つまり個

人経営を中心とする農民個人，国家，集団所有が併存するタイプが形成された 。

農業機械利用率を高めるために，目本の農業機械利用組合のような組織もあら

われた。たとえぱ，江蘇省では８６劣の農村が農業機械サービスセソターをつく

り， ７６劣の農民はこのセソターのサーピスを受げることができる。蓉南村では ，

現在，農業機械を２８６台持っており ，３年前の４５４人の農民で作業していた５２９

ムの耕地を６４人に請負わせて，他の農民たちは郷鎮企業で働くようになっ仁

この６４人からなる農耕隊は，平均で１人当たり ，４．８８トソの食糧を生産し，改

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　７）
革前より１人当たりの生産高は７．８倍にもな っている。この村のやりかたは中

国農村の未来像だと思う 。

皿　中国の郷鎮企業

　　　　　　　　　　　　　　　８）
近年の中国農村におげる郷鎮企業のすさまじい発展は，中国の農業構造改革

の大きた側面である 。

　　　　　　　　　　　　　　　　（８７７）
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　中国は１１億近い人口のうち８億の農民を擁する 。１９５２年から１９７９年までの間

に農業機械の動力は，わずか２５万馬力から１８億馬加こ増加したにもかかわら
ず， 農業労働力は滅少したいぱかりか，かえって１８億人から３１億人に増加

した。労働力１人当たりの耕地面積は，１９５２年の９ムから４８ムに減少し，「農

耕は機械にたより ，労働力は使い道なし」という異常な現象が現れた
。

　このようた現象が発生したのは，（１）農村人口増加のスピードがはやい，（２）都

市が少たく工業が労働力を吸収する能力が低いためである。そこで農村の労働

力は，大 ・中都市へ集中することが不可能であるし，その必要もたかった。だ

から近年農村の町つくりに伴って，郷鎮企業を発展させ，農村労働力を現地の

工業など非農業部門にそのまま転業させるのは，中国の国情にふさわしい道で

ある
。

　中国の郷鎮企業は，１９８２年までは「杜隊企業」と呼ぱれ，１９５８年に創立され

て以来３０年近くの歴史を経てきた。だがそれが真に犬きく発展したのは８０年代

のことである・ある意味では郷鎮企業は，中国の農民の兼業化の主要たタイブ

だと思う 。

　この点は目本とはちがっている。目本のほあい農業の発展と工業の発展はほ

ぽ同じ時期で，農民は農業機械化に伴って，都市の非農業部門に流出してい っ
た・ 農業基本法の実施も所得倍増計画とほとんど同じ時期で，工業と農業との

発展は相互に促進し合っていた。経済成長のために工業の労働力吸収能力も強
く， ６０年代に都市へ吸収された目本の農村人口は毎年約１００万人あまりで，そ

のうちの半分以上は兼業化の形である
。

　中国の郷鎮企業の業種はさまざまであるが，主に食品加工，冶金，機械の製

造と修理・工云美術・編物，紡織，建築，交通運輸，商業サーヒスたとである 。

　第１表は１９７８年以後の郷鎮企業の発展状況を示したものである。企業数は
１９７９年をピークとして１９８３年まで停滞的であり ，１９８４年から再び急増している

。

これに農民の個人経営，共同経営なども加えたら，１９８７年７月までに７，９４５万

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　９）人の農業剰余労働力を吸収し，１，１９６億元の固定資産を擁している
。

郷鎮企業の役割は，まとめていえぽ次のようになる 。

　　　　　　　　　　　　　　　　（８７８）
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　　表１　郷鎮企業の発展

６３

年 企業数 従業員数 粗収入
（万単位） （万人） （億元）

１９７８ １４０余 ２， ８００余 ４３１ ．３

７９ １４８ ．Ｏ ２， ９０９．３ ４９１ ．１

８０ １４２ ．５ ２， ９９９ ．７ ５９６ ．１

８１ １３３ ．８ ２， ９６９ ．６ ６７０ ．４

８２ １３６ ．２ ３， １１２．９ ７７ユ ．８

８３ １３４ ．６ ３， ２３４．７ ９２８．７

８４ １６５．Ｏ ３， ８４８．１ １， ２６８．２

　　　　　　出所　『中国農業年鑑』１８９０，［中国統計年鑑』各年版

　（１）農業労働力の流動化を促すこと

　いかたる杜会においても，経済発展は労働力の流動化を伴たわなげれぱなら

ない。剰余労働力を農業から移動させなけ汕ま，農村を豊かにさせることはで

きない。８０年代に入ってから中国の農業労働力は年率！．６劣のスピードで減少

しており ，減少率はその前の１９５２年から１９８０年までのＯ．４１％よりはるかに高い 。

全労働力に占める農業労働力の割合は，１９７８年の６９労から１９８６年の５９刎こまで

減少した。１９８０年から１９８６年までに，年当たり１，ＯＯＯ万人近くの農村労働力が

非農業部門に転業している。その中の８５％以上は，現地の郷鎮企業に吸収され

たので，郷鎮企業に就業している農民は８，ＯＯＯ万人にのぼり ，１９７９年までの３０

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１０）
年剛こ中国の都市工業によっ て吸収された労働力の総数とほぽ同じである。江

蘇省を例とすると農業から離脱して工業その他の産業に従事する農民は４万人

を超えている。江蘇省の農村において農民の４０劣は農業以外の職業に勤めてお

り， 郷鎮企業に従事する農民は全省の都市就業者の総数を上回っている。全省

の域郷総労働力に占める農業就業者の割合は，１９７９年の７１％から１９８６年の４５劣

　　　　ユ１）
に低下した 。

　いうまでもなく ，８億以上の農村人口を擁する中副こおいて，農業現代化を

実現するには，農業人口を大幅に滅らさなけれはならたい。今世紀の末までに ，

中国の農村人口が４億前後に減少する予測があるが，その減少分の農村人口を

大都市に集中させれば，１００万人以上の大都市を数百つくらなげれぱたらたい 。

これはどうしても実現できないことである。だからこそ郷鎮企業づくりは，中

　　　　　　　　　　　　　　　　（８７９）
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国の農業現代化のための大事業であるし，「四つの現代化」に対しても重要で

ある 。

　（２）郷鎮企業は，農業経済ならぴに全国民経済の発展に対して大きた貢献

をしている 。１９７８年以後の８年問，中国の総生産の増加分の２５劣，工業総生産

増加分の２８劣，農村杜会総生産増加分の５７％は，郷鎮企業によるものである 。

この８年問，郷鎮企業の直接国家に対する納税金の増加率は年３０劣で，国家建
　　　　　　　　　　　　　　　　　１２）
設のために１，４００億元あまりを蓄積した。１９８６年，郷鎮企業の総生産量は３．５００

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１３）
億元以上に達し，１９７７年度の全国工業総生産に相当する。それと同時に農民の

所得向上と消費拡大の傾向も著しく見られる。農民家族一人当たり純所得は ，

１９７８年の１３３．６元から１９８５年の３９７元に増加した。そのうち郷鎮企業によるも

のは総増加分の２０劣を占めている 。

　第２表のとおり ，農家所得の成長とともに，農民消費もかたり伸びている 。

衣， 食， 住の基本的充足を目標とする段階からすでに脱げ出して，より高い目

標に目が向げられる段階に突入している。テレビ，冷蔵庫，洗濯機など耐久消

費財を購入する農家はもう珍しくない 。

表２　中国農民一人当り消費の伸び

１９７８ ８４ ７８－８４

食　糧（ｋｇ） ２４８ ．Ｏ ２６６ ．５ 十１８ ．５

細　糧（ｋｇ） １２２ ．５ ２０９．Ｏ 十８６ ．５

食用油（ｋ９） １． ９７ ３． ９７ 十２．Ｏ

酒　　（ｋｇ） １． ２２ ３． ４８ 十２．２６

肉　　（ｋｇ） ６． ０１ １０．７８ 十４．７７

綿　布（ｍ）
５． ６３ ２． ８２

一２．８１

化繊布（ｍ） Ｏ． ４１ ２． ４７ 十２．０６

住宅面積（ｍ２） ８． １ １３．６
十５ ．５

注： 細糧とは米，小麦をさす。肉は家禽を合む。

出所 ：［中国統計摘要』１９８５，１０４，１０６頁。

（８８０）
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ＩＶ　む　す　び

　以上のような中国農業発展の道を日本農業の発展と対照してみると，次のよ

うなことがいえる 。

　（１）農業経営の一定の発展段階においては，小規模な労働力組織である家族

経営を農業生産の主体とした方が効果的である。それとまた，家族経営の補充

手段として，農業生産力の発展に応じて必要な集団経営を活用すべきである
。

しかし生産力と農民の意志を顧みず，ただ生産関係の変革に力を入れ，生産観

模が大きいほとよいというやりかたは正しいものではない。というのは農業生

産は季節的，分散的，不連続的な作業であり ，農産物あるいは畜産物は生命の

あるものとして，その成長過程において自然条件などの要素によっ て制約され

る。 だからその全生産過程を貫く従業者の心をこめた，責任感のある観察や管

理がどうしても必要である。このような責任感は従業者の直接の利益とつたが

らたくてはならない。中国のこれまでの農業集団化の道がとうしてもうまくい

かなかった原因はそこにある。その後生産責任制（請負制）を導入して以来 ，

すぼらしい発展がみられた理由もそこにある。「実践こそ真理を検証する唯一

の基準である」というマルクス主義的原則は，もちろん農業経営にも適用でき

る筈である 。

　（２）一つの国家としては，工業と農業を均衡的に発展させなげればならない 。

一方的に発展してはいげない。解放前中国はおくれた農業国だ ったので，建国

後の最初の時期には，重工業を中心とする工業を優先的に発展させたが，それ

はその歴史的条件からすれぱ，不可避なことであ った。その後の３０年間工業の

発展は確かに目だ ったものがある。国民総生産に占める工業の割合は約３０劣か

ら７０〃こ上昇したのに対して，農業の割合は約７０劣から３０刎こ低下した。この

ような変化は中国の工業化の要求にかなったものだと思うが，しかし問題にな

るのは，この３０数年来中国の農業人口の割合はほとんど変らず，８０％以上のま

　　　　　　　　　　　　　　　　（８８１）
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まにつづいてきたことである。農業ははるかに工業よりおくれており ，農民の

生活水準も低かったのである。長い問中国はｒ８億の農民が食えるために働

く」という状態にとどまっ ていた。このままでは農業の現代化を実現するどこ

ろか，国家の工業化も実現する筈はない。これはごく簡単で明白た理屈である 。

そのためにこそ，８０年以来中国は何よりもまず農業生産力を発展させなげれば

ならないという農業政策をとり ，「できるだげはやく農民を豊かにさせよう」

という請負制を中心とする方策を実施している。これは実践的にも理論的にも

まっ たく正しい政策であると思う 。

　（３）中目両国農業の現状と見通しについていえは，いうまでもなく現在の段

階において，目本の農業は中国よりはるかにすすんでいる。生産力だげでなく

農業構造の面においても，各種の営農組合とか機械利用組合とかいった集団化

組織は中国より多い。しかし土地私有制の関係で，今後零細経営の問題を根本

的に解決するのが相当難かしいだろうと思う 。それに対して中国のぱあい，い

まのところ家族別の生産責任制を全国的に実施しており ，これからもさらに引

き続いていくだろうと思う 。しかし長い目でみれは中国の農業発展の方向は ，

生産力の発展に伴ってやはり集団化の道へ向かって行かなけれぱならない。こ

れは理論的にも経済的にもそうしなけれはならない間題である。中目両国のよ

うな経営規模の小さい副こおいては，農業生産過程におげる集団化はどうして

も必要な移態であるからである。たとえばアメリカのような大規模な農場のぱ

あいには，農場の集団化の必要はないだろう 。

　現在の段階でも中国の農村では，経済連合体とか，借地経営とか，目本の営

農組合のような連合経営とか，日本の農業機械利用組合のような農業サービス

セソターたどがぞくぞくとつくりだされている 。１９８７年９月までに農民が自主

的につくっ た各種の営農組織は，全国で４７万あまりある。そしてさまざまな
　　　１４）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ユ５）
「専業戸」はあわせて３７０万戸くらいもあった。かれらは農業生産力発展の担い

手として活発な活動を行っている。これらのことからみれば，中国の農村はば

らぱらの請負制から新たな集団経営の道へ動きはじめている。特筆すべきこと

は， 中国の農地の所有権は集団にあるために，農業生産力の発展に伴いこれか

　　　　　　　　　　　　　　　　（８８２）
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らの集団経営は，おそらく目本のように難航することはないだろうと思う 。い

うまでもなく ，それは，これまでのような行政命令による集団化ではなく ，農

民自身の意志による自主的な集団経営である 。

　この点からみれぼ，中国の農業径営はいままでは曲りくねった道をたどっ て

きたが，今後は日本の農業より明るい将来性をもっ ているだろうと思う 。いま

でも郷鎮企業での仕事をやめて，農業経営にふたたびもどっ てくるいわゆるＵ

ターソ現象は，中国の一部には現われている。これは農村労働力の第二次流動

化といわれ，農業改革が深化しつつあることを物語っている 。

　もちろん中国の農業には，中国なりの困難もいろいろある。人びとも多すぎ

るし，国家の経済力も目本よりはるかに弱い。農業発展はこれらの要素によっ

て強く制約される筈である 。しかし，中国の農業は杜会主義建設の一翼として ，

中国共産党の正しい指導のもとに，いろんな困難をのりこえて目ましに前進し

つつあると私は固く信じている 。

　　１）ｒ中国経済年鑑』１９８１年版，中日貿易新聞杜，１Ｖ，！４ぺ一ジ 。

　　２）「農業発展をはやめる若干の問題について中共中央の決定」，中国経済年鑑編集

　　　委員会編ｒ中国経済年鑑』１９８１年版Ｉ ，９４ぺ一ジ 。

　　３）　包乾とは一定量の仕事を全責任をもっ て完成することで，ｒ包乾到戸」とは ，

　　　耕地，生産資料，農業経営などはすべて家族別に請負われることである 。つまり

　　　徹底的な家族別の請負制である 。

　　４）　ｒ中国総覧』１９８６年版，霞山会，３０９べ一ジ 。

　　５）　『人民目報』海外版，１９８７年９月２６目 。

　　６）　同上，１９８７年７月１４目 。

　　７）　『人民目報』海外版，１９８７年７月２６目 。

　　８）郷鎮企業 ：郷とは，目本の「町」にあたる行政地域で，鎮は，村より大きいま

　　　ちである。郷鎮企業とは農村工業などのことである 。１９８２年までは「杜隊企業」

　　　と呼ぼれた 。

　　９）　ｒ人民目報』海外版，１９８７年８月２目 。

１０）　同上，１９８７年８月２３目
。

１１）　同上，１９８７年６月１３日
。

１２）　同上，１９８７年８月２日
。

１３）　同上，１９８７年１０月１６目
。

１４）　中国のｒ専業戸」は，目本の「専業農家」とちがい，集団の所有する固定資産

　　　　　　　　　　　　　　　　（８８３）



６８　　　　　　　　　　　　立命館経済学（第３６巻 ・第６号）

　　（農地，農業機械，施設など）を請負う「請負型」と家族副業から発展したｒ自

　　営型」に分かれる。経営項目は耕種業，養殖業，工業，建築業，商業，サービス

　　業などがある 。

　１５）『人民日報』海外版，１９８７年９月２８日 。

年　　　表

年 日　　　　　本

１９４５　農民解放指令（ＧＨＱ）

１９４９

１９５０　農地改革完了

１９５２　農地法

　　　食糧増産第１次５カ年計画
１９５３　農産物価格安定法

１９５５　「経済自立５カ年計画」決定

１９５６　神武景気の展開
１９５８

１９６０　「農業の基本問題と基本対策」発表

１９６１　農業基本法成立

１９６３　政府ｒ食糧管理 ・農地制度再検討」を

　　　声明
１９６９

１９６７　米生産のピークと米ｒ過剰」の発生

１９６８　「総合農政」の構想表明

１９７０　「総合農政の推進について」発表

１９７１　農村地域工業導入促進法成立

１９７２　農産物輸入枠拡大
１９７６

１９７８　目米農産物交渉

１９７９

１９８０　「８０年代の農政の基本方向」発表

１９８３

１９８４　目米農産物交渉

１９８５

１９８６　「２１世紀へ向げての農政の基本方向」

　　　発表

中　　　　　国

中華人民共和国成立

土地改革完了

農業合作化開始

初級合作杜から高級合作杜へ

人民公杜化，大躍進
三年困難時期（１９５９－１９６１）

経済政策調整

ｒ文化大革命」開始

ｒ文化大革命」終息

中共第１１期３中全会，人民公杜制の
見直し

「農業発展をはやめる若干の問題に
ついて中共中央の決定」発表

「請負制」推行開始

「包干到戸」を実施

新たな集団化へ始動

〔編集部付記〕

　本論文は，中華人民共和国 ・南開大学歴史学部講師王振鎖氏が，立命館大学に留学

中に日本語で執筆され，１９８７年１２月１１日に立命館大学人文科学研究所と国際セソター

の共催による「国際学術交流研究会」において報告されたものである 。

　　　　　　　　　　　　　　　　（８８４）


